
Ｑ．自分が市民税が課税されているかどうか、どうすれば分かりますか？ 
A．例えば、 ◯ご自身の給与支給明細書の「住民税」の項目に課税額が記載されている場合 

       ◯ご自身の納税通知書が６月に届いた場合 

◯ご自身の給与や年金の収入が表1の非課税限度額を超える場合には、基本的に市民税が課税されています。 

 
※お電話による課税、非課税のお問い合わせは、本人確認ができないため回答できません。 

 

Q．基準日（平成26年 1 月 1 日）の翌日以降に引っ越した場合の給付金の受取はどうなりますか？ 
Ａ．今回の２つの給付金は基準日（平成26年 1 月 1 日）時点で住民票がある市町村から支給されます。 

具体的な申請方法や申請期間については、基準日時点でお住まいの市町村にお問い合わせください。 

 

Ｑ．基準日（平成26年 1 月 1 日）以降に生まれた方や亡くなられた方は給付金の対象になりますか。 
Ａ．［臨時福祉給付金］ 

 基準日（平成26年 1 月 1 日）に生まれた方は給付金の対象になりますが、基準日の翌日以降に生まれた方は対象となりません。 

また、基準日から支給決定がされるまでの間に亡くなられた方も臨時福祉給付金の対象にはなりません。 

 ［子育て世帯臨時特例給付金］ 

 基準日に生まれた児童は対象児童となりますが、基準日の翌日以降に生まれた児童は対象児童となりません。また、基準日から支給

決定がされるまでの間に亡くなられた児童も子育て世帯臨時特例給付金の対象児童にはなりません。 

申請書の記入前に、次のチャートで確認しましょう。 

区分 
非課税限度額※ 

（給与収入ベース） 

単身 ９６．５万円 

夫婦 １４６．９万円 

夫婦子１人 １８７．９万円 

夫婦子２人 ２３２．７万円 

 生活保護を 
 受けていま 
 すか。 

平成26年度分
の市民税は課
税されていま
すか。 

平成26年度分
の市民税が課
税されている
方に扶養され
ていますか。 

加算対象とな
る基礎年金・
児童扶養手当
等を受給して
いますか。 

臨時福祉給付金
の支給対象者と
なります。 

（1 万円） 

臨時福祉給付金
の加算対象者と
なります。 
( 加算を含み 

１万５千円) 

い
い
え 

い
い
え 

い
い
え 

い
い
え 

い
い
え 

いいえ 子育て世帯臨時
特例給付金の支
給対象者となり
ます。 
(対象児童一人に
つき１万円） 

は
い 

は
い は

い 

は
い 

は
い 

はい 

平成26年１月
分の児童手当等
を受給していま
すか。（中学生
以下の児童がい
ますか。） 

平成25年の
所得は制限
額以上ですか。 

対象ではありません。 
 
※保護基準の改定で消費税
率の引上げによる負担増に
対応しています。 

対象ではありません。 

※当チャートはあくまで一般的な場合を想定しています。 

下記のQ&A
や表１を確
認じゃ。 

表２を確認
じゃ。 

臨時福祉 

子育て世帯 

区分 
非課税限度額※ 

（年金収入ベース） 

単 
身 

６５歳以上 １５１．５万円 

６５歳未満 １０１．５万円 

夫 
婦 

６５歳以上 ２０１．９万円 

６５歳未満 １５９．２万円 

表１ 【市民税が課税されない所得水準の目安（非課税限度額）】 

（給与所得者） （公的年金等受給者） 

表2 【児童手当の所得制限限度額（給与収入ベース）】 

区分 
（扶養親族等の数） 

限度額目安 
（給与収入ベース） 

子１人（１人） ８７５．６万円 

夫婦子１人（２人） ９１７．８万円 

夫婦子２人（３人） ９６０万円 

 ※松阪市の場合 

臨時福祉 

対象者診断チャート 


	スライド番号 1

